
御所見小学校

中里小学校

秋葉台小学校 六会小学校

亀井野小学校

天神小学校
石川小学校

滝の沢小学校
善行小学校 俣野小学校

大鋸小学校
大清水小学校

明治小学校

羽鳥小学校 本町小学校
大道小学校 村岡小学校

高谷小学校

新林小学校
鵠沼小学校八松小学校

高砂小学校
浜見小学校

辻堂小学校 鵠洋小学校

鵠南小学校 片瀬小学校

藤沢小学校

大越小学校

小糸小学校

駒寄小学校
大庭小学校

湘南台小学校

富士見台小学校

長後小学校

見直しの対象となる過大規模校

北部通学区域見直し対象エリア

南部通学区域見直し対象エリア

北部通学区域見直し対象エリア

北部 5小学校区

南部通学区域見直し対象エリア

南部 17 小学校区

2040 年（令和 22 年）の時点で
31 学級以上の過大規模校の解消を
図るため、色付きのエリアの学校
は通学区域が変わる可能性があり
ます。

検討の期間は（令和６年度）か
ら最長３年間。地域の方々の声を
聞きながら検討を進めます。

藤沢市立学校の
通学区域見直し

＼市内の広範囲で／

に向けた検討を開始します!

通学区域の
見直しだって !

藤沢市教育委員会からの
　　　　お知らせです !

※�なお、小学校の通学区域の見直しに合わせて　　　　
中学校の通学区域の見直しをする可能性があります。



新通学区域導入までのスケジュール

第 1期実施計画の全文はこちらから
ご覧ください。

発 行 日 � 2024 年（令和６年）7月
編　　集� 藤沢市教育委員会
� � 教育部　教育総務課

検討

検討期間検討期間
2024年度（R6年度）2024年度（R6年度）

〜最長3年間〜最長3年間

決定

決定時期決定時期
2025年度（R7年度）2025年度（R7年度）
〜2026年度（R8年度）〜2026年度（R8年度）

周知

周知開始周知開始
2025年度（R7年度）2025年度（R7年度）
〜2027年度（R9年度）〜2027年度（R9年度）
（周知期間は通学区域検（周知期間は通学区域検
討委員会で検討）討委員会で検討）

導入

導入開始導入開始
2025年度（R7年度）半ば2025年度（R7年度）半ば
〜2028年度（R10年度）〜2028年度（R10年度）
（導入方法は通学区域検（導入方法は通学区域検
討委員会で検討）討委員会で検討）

藤沢市教育委員会では、現在、次代を担う子どもたちにとっ
てより良い教育環境を整えるため、市立学校の適正規模・適正
配置に向けた取組を進めているところです。
2022 年（令和４年）３月に策定した「藤沢市立学校適正規模・
適正配置に関する基本方針」に基づき、今
回、適正規模・適正配置に係る取組の具体
的な手法と学校名を明記した「藤沢市立学
校適正規模・適正配置第１期実施計画」を
2024 年（令和６年）3月に策定しました。

教育委員会が
学校適正規模・適正配置の取組でめざすもの

「藤沢市立学校適正規模・適正配置
第1期実施計画」を策定しました

令和６年度〜
令和１０年度

藤沢市教育委員会

・�通学区域検討委員
会の設置
・�新しい通学区域の
設定

通学区域見直しワークショップ

通学区域に関する意見を出し合う

保護者・地域住民で構成
南部地域及び北部地域の２拠点

開催

答申

藤沢市立学校通学区域検討委員会

ワークショップでの意見などをも
とに新たな通学区域の見直し案を
まとめる

教育委員会が設置する会議体

学職経験者 教職員 関係団体 公募市民

諮問

意見

～未来を生きる子どもたちのために～
より良い教育環境の整備目的

「適正規模」（小中学校ともに１２～２４学級）とする目標

学校規模 通学区域

通学距離

・�通学距離（時間）、通学の安全性を考
慮する
・�境界を明確にするため、幹線道路、
鉄道、河川、町丁目等で分ける
・�自治会・町内会の区域を分断しない
ように考慮する
・１３地区の行政区割について考慮する
・�就学指定校までの通学距離が小学校
でおおむね２ｋｍ、中学校でおおむ
ね３ｋｍの範囲を超える場合には、
状況に応じた通学手段を柔軟に検討
する

第１期実施計画の考え方

通学距離（片道）
小学校 2km以内
中学校 3km以内

小学校学級数 中学校学級数 状　態

1～5学級 1～2学級 過小規模

6～11学級 3～11学級 小規模

12～24学級 12～24学級 適正規模

25～30学級 25～30学級 大規模

31学級～ 31学級～ 過大規模

1
より良い教育環境の確保に向けて第１期実施計画で
は、児童生徒数推計において２０４０年（令和２２年）
の時点で３１学級以上の過大規模校の解消を第一優先
とします。
学校の新設、時限的な分校の設置、通学区域の見直
しなど様々な手法により検討しました。その結果、総
合評価の最も優れていた「通学区域の見直し」を行う
ことを前提として考えること
とします。
また、藤沢市将来人口推計・
児童生徒数推計及び社会情勢
を見極める必要があることか
ら、第１期実施計画の取組期
間は令和６年度から令和１０
年度までの５年間とします。

未来を生きる
子どもたちの
ために

具体的な取組2


